
 

日時 ：2026 年 5 月 22 日（金）10:00～11:00 
登録者：代表取締役会長            炭井孝志 
    代表取締役社長            島本国一 
    上席執行役員 財務戦略   薄井大輔 
    執行役員 コーポレートコミュニケーション室 

室長 平野ゆみ 
    経営企画室 経営管理部 部長 菅原義彦 
    管理本部  財務経理部 部長 森田達也 

 
Q1．社長が株主総会で一身上の都合により退任されるとのことですが、もう少し理由を教
えていただけますでしょうか。また、炭井会長が社長も兼務されるとのことですが、新社長
としてのお考えと人事構想のご紹介をお願いいたします。 
A1．人事については個人的な理由により任期満了にて退任させていただきます。決算説明
会のため人事に関するご質問についてはお答えを控えさせていただきます。 
（炭井）見直しを行った中長期経営計画を素早く次の世代につなげることが私の使命では
ないかと思っています。 
 
 
Q2．イラン情勢により、ナフサの供給や原油高の影響がありますが、コストアップ面では
どの程度影響があるのでしょうか。また、商品生産への影響はどの程度あるのでしょうか。 
A2．イラン情勢は先行きが見えない状況ですが、弊社としては包材の調達や価格上昇の影
響があると考えております。また、工場稼働には燃料も必要となるため、今後も状況を注視
してまいります。金額については、今後の状況にもよりますが 20 億円弱程度の影響がある
と見ております。  
生産については現在、包材、燃料ともに調達できており、商品の供給について問題は生じて
おりません。 
 
Q3．今年 6 月から製油メーカー各社が値上げを発表していますが、貴社は価格改定や商品
戦略（食用油の使用量を減らした商品を拡販する等）の計画はありますか。 
A3．製油メーカーの値上げは、下期に影響が出てくると想定しております。価格改定につ
いては、2026 年 4 月 1 日から実施しております。一部食用油の価格上昇も見込んで実施し
ておりますが、今後の状況も注視しながら情報収集、検討を行っております。 
商品については、従来からノンオイルドレッシングなどの商品を販売しており、これらの商
品も少しずつ伸びております。食用油の相場変動はこれまでも経験しており、状況に合わせ
てメニュー提案、商品の組み換えを行ってまいります。 
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Q4．営業支援ツールのワンストップ化とありますが、営業支援ツールとは具体的にどのよ
うなものでしょうか。また、営業支援ツールを導入することによるメリットを教えてくださ
い。 
A4．営業支援ツールは、販売担当者がお客様との商談内容を入力すると上司や販売責任者
まで情報が共有されるシステムです。これまでは商談後に帰社し、日報という形で作成して
いましたが、このツールを使うことでより早く情報を作成、共有することができ、瞬時に適
格な判断を行うことができます。またこれまでの商品提案の実績や結果が検索でき、成功事
例も参考にしながら営業活動を行うことができます。営業活動を担当者レベルで進めてい
くのではなく、会社として判断し対応し、全社一丸で進めてまいります。そのことでお客様
をお待たせすることなく、提案ができるような仕組みになっております。 
 
 
Q5．研究開発資金回収期間の短縮で、ROIC の向上を図るとありますが、具体的な仕組み
について教えてください。 
A5．弊社では研究も行っており、研究成果は商品となり利益に繋がる必要がございます。
それを BX として、原料調達からお客様に商品をお届けし、資金回収をするまでのプロセス
に、IT 戦略や DX を入れいることで、これまで以上に早くサイクルを回していきたいと考
えております。 
 
Q6．商品開発について、他社では AI を使用しているところもありますが、貴社はどのよう
に考えていますか。 
A6．将来的には活用していきたいと考えております。 
 
 
Q7．中東情勢によるコスト増として包材などに 20 億円弱の影響があるとのことですが、こ
れは 2027 年 3 月期の計画には織り込まれていないとの認識でよろしいでしょうか。 
A7．現在公表の 2027 年 3 月期の予想には織り込まれておりません。  
 
 
Q8．総菜関連事業等について、売上高は減少でセグメント利益は増益となっています。減
収の理由として販売先の内製化による減収とありますが、主な販売先のスーパーマーケッ
ト等は人手が足りず出来合いの商品を導入する動きがあるように感じています。主要取引
先の 1 社で内製化の動きがあったのでしょうか。もしくは、内製化は市場全体としてのト
レンドなのでしょうか。 
A8．総菜関連事業等の主な販路は量販店です。量販店の業績は好調ですが、各社がプロセ
スセンターなど自社で惣菜を製造販売する動きがあり、弊社商品の導入が減少しておりま



す。今期もそのような流れがあると見込んでおり、売上高は減少する予想です。 
減少した売上は、新たな商品提案を行い、惣菜売場だけでなく、精肉、鮮魚など様々な売場
に商品を納められるよう提案を行っております。 
(炭井)内製化の動きはこれまでもありました。量販店も M＆A などを繰り返し行われてい
ますが、自社で製造した方が良いという考えも出ております。そのため、弊社ではお客様と
共創して商品を作り、さらに量販店内の新たなカテゴリーへの商品提供にも挑戦していき
たいと考えております。 
 
 
Q9．中東情勢の影響として 20 億円程度のコスト増を見込んでいるとお話しがありました
が、影響が大きいものは何になるでしょうか。 
A9．影響が大きいものは包材関係となり、また燃料関係も影響を受けると考えております。
弊社では、電気や重油等を使用しており、それらの調達価格が上昇しているため影響が大き
いと考えております。 
（炭井）中東情勢の影響だけでなく、食用油や養鶏用の飼料、インフラ関係など、全ての価
格が上昇する可能性があり、それらを含めて 20 億円弱程度の影響が出るだろうと試算した
ものになります。2027 年 3 月期の予想には織り込めていないため、これから手を打ってい
く必要があると考えております。 
 
 
Q10．包材への影響とはどのようなものでしょうか。 
A10．弊社の商品は袋に入っております。インクの使用については、弊社の包材は業務用商
品のため 3 色程度です。そのため、白黒にする要請はしておりませんが、一部のドレッシン
グキャップに使用しているシュリンクの柄は無くして欲しいという要望は来ております。
弊社商品は、ほとんどプラスチックの袋やボトルに入っているため、値上げがあると大きな
インパクトとなります。 
 
 
Q11．中東情勢の影響として、今後商品規格の変更など検討しているもの、すでに実施され
ているものがあれば教えてください。 
A11．生産への影響としては、現在包材、燃料ともに問題なく、通常通り商品をお客様にお
届けしております。細かい部分では、PP バンドが少し変わったなどございますが、お客様
にご迷惑をおかけすることにはなっておりません。 
 
 
Q12．6 月で島本社長が退任となりますが、今回増収減益という形で着地いたしました。3
年間の振り返りで何かございましたらお願いいたします。 
A12．ケンコーマヨネーズの発展に向け努めてまいりましたが、私一人ではなく、全社で積



み上げてまいりました。 
 
（回答者名の記載がないものは代表取締役社長による回答です。） 

以上 
 

 
 
 
 

 
【注意事項】 
本資料に記載の内容は、フェアディスクローズの観点から、2026 年 3 月期 決算説明会の質
疑をもとに記載したものであり、その情報の正確性・完全性を保証するものではなく、今後
予告なく変更される可能性があります。本資料に記載されている業績見通しや将来予測な
どに関する記述は、信頼できると思われる各種データに基づいて作成していますが、その達
成を約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績は経済情勢等様々な不確定要因
により、これらの予想数値と異なる場合がございます。 


